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・所得税額の特別控除の対象となる増改築等工事に、従来の耐震改修工事、省エネ改修工事に加え、一定の耐久性向上改修工事が追加
されます。

・省エネ改修工事に係る所得税の特別控除の適用要件の見直しが行われます。
・給与所得者等が使用者等から借り入れる住宅借入金等のうち、所得税の特別控除の対象外となる住宅借入金の利率が1％未満から
0.2％未満に引き下げられます（緩和）。

１ ．一定の耐久性向上改修工事の追加

①特定の増改築等に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除の控除額に係る特例（ローン型）

②既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除（投資型）

１．改正の概要

適用対象となる増改築等工事 控除限度額
耐震改修工事のみ 25万円

省エネ改修工事のみ 25万円
耐震改修工事＋耐久性向上改修工事 25万円

省エネ改修工事＋耐久性向上改修工事 25万円（※1）
耐震改修工事＋省エネ改修工事＋耐久性向上改修工事 50万円（※2）

改正前

改正案

（※1） 省エネ改修工事と併せて太陽光発電装置を設置する場合には35万円を限度とする
（※2） 省エネ改修工事と併せて太陽光発電装置を設置する場合には60万円を限度とする

〇平成29年4月1日から平成33年12月31日までの間に、増改築等をした居住用家屋を自己の居住の用に供する場合に適用される。

個人が既存住宅に対し省エネ改修工事等をした場合に、増改築等に係る年末ローン残高等の2％または1％を居
住年以後5年間の各年の所得税額から控除する制度である。

個人が既存住宅に対し省エネ改修工事等をした場合に、標準的な工事費用相当額の10％を居住年の所得税額
から控除する制度である。

適用対象となる増改築等工事 （5年間の）最大控除額
改正前 省エネ改修工事を含む工事 62.5万円

改正案
省エネ改修工事を含む工事

または省エネ改修工事と併せて行う耐久性向上改修工事
62.5万円
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３ ．住宅借入金等特別控除の対象外となる社内融資の利率の引き下げ（緩和）

２ ．省エネ改修工事に係る所得税の特別控除の適用要件の見直し

省エネ改修工事の適用要件（必須要件）
改正前 全ての居室の窓全部の断熱改修（全窓要件）
改正案 全窓要件、または改修により住宅全体の省エネ性能が断熱等級4等の要件を満たした場合

利率
改正前 1%未満
改正案 0.2%未満

〇平成29年1月1日以後に、居住用家屋を自己の居住の用に供する場合に適用される。

２．今後の注目点

・耐久性向上改修工事に係る標準的な工事費用の金額。
・見直し後の省エネ改修工事に係る所得税の特別控除の要件の適用開始時期。


